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研究成果の概要（和文）：2012年に高校生と母親に関する全国調査を行った．そのデータを用いた分析から，BreenとG
oldthorpeの相対的リスク回避仮説が日本社会における格差生成を説明する上で妥当かどうかを分析した．教育期待に
ついての分析の結果，BreenとGoldthorpeが指摘するような相対的リスク回避のメカニズムは働いているものの，それ
が社会経済的背景の影響を媒介する程度は小さいことが明らかになった．この結果は職業期待についても同様にみられ
た．また2002年と2012年における高校選択と進路希望の社会経済的背景の変化を分析したが，この10年間でそのパター
ンはほとんど変化していないことが明らかになった．

研究成果の概要（英文）：We conducted the Survey of High School Students and Mothers, 2012 in Japan. By 
using the data, I tested the validity of the relative risk aversion hypothesis in Japanese society, which 
was proposed by Richard Breen and John H. Goldthorpe to explain the mechanism of educational inequality. 
I analyzed the educational expectations of high school students and showed that the relative risk 
aversion works well in Japan, but it does not explain the relationship between socioeconomic background 
and educational expectations. I reached the same conclusion when I analyzed occupational expectations.
I also analyzed the change in inequality of educational expectation between 2002 and 2012 and found that 
the pattern of the inequality has not changed very much.
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１．研究開始当初の背景 
教育達成の社会経済的格差はなぜ生じる

のか．産業化命題を支持する者は，このよう
な格差は産業化に伴う合理的な要請によっ
て消失し，このような問い自体なくなるもの
と考えていた．しかし，13 ヶ国を比較した
Shavit and Blossfeld（1993）の研究は，教育達
成の社会経済的格差はオランダとスウェー
デンを除いては縮小してこなかったことを
明らかにした．そしてこのような社会的規則
性を説明する上で，いくつかの仮説が生み出
された．中でも，イギリスの社会学者の John 
H. Goldthorpe と Richard Breen が提唱した相
対的リスク回避仮説（Relative Risk Aversion 
Hypothesis）は注目を集めている（Breen and 
Goldthorpe 1997）．相対的リスク回避仮説とは
「子どもとその親は，子どもが親と同程度の
社会経済的地位につけるような，つまり社会
経済的地位の下降移動を回避可能な水準の
学歴を得ようとする」というシンプルな仮定
から格差が生成・維持されるメカニズムをフ
ォーマライズしたものである．海外ではこの
仮説の理論的な批判を踏まえたモデルの構
築が進み，計量モデルの開発や仮説検証のた
めの社会調査データの収集が行われている．
教育達成の社会経済的格差をめぐる理論と
実証の結びつきは確実に強まっており，社会
学だけではなく経済学や心理学の成果も取
り込んだ社会理論の構築とその検証が試み
られている． 

 
２．研究の目的 
日本においても海外においても相対的リス
ク回避仮説の検証は 2 次データ分析を通じた
間接的なものが多く，限界がある．例えば，
1995 年の「社会階層と社会移動全国調査」
（SSM 調査）データを用いた太郎丸博
（2007）の研究は，学力と出身階級の関連パ
ターンを見るという方法にとどまり，相対的
リスク回避仮説を直接的に検証したわけで
はない．近藤博之・古田和久（2009）は閾値
モデルという方法によって理論と計量モデ
ルを結びつけてはいるが，相対的リスク回避
仮説が前提とするような下降移動回避の意
識的側面を見ることはなく，あくまでも客観
的データ間の関連からその有無を読み取っ
ているだけである．藤原（2011a）も，客観的
変数間の関連からパターンを読み取るとい
う限界を踏まえ，出身階級と父親が子どもに
対して抱く職業期待との関連を見ることで，
相対的リスク回避仮説が当てはまるかどう
かを検証したが，後に示すような限界がある．
海外における研究では，計量モデルが洗練さ
れてきたものの，基本的には日本と同様に 2
次データ分析による検証が大半を占め，意識
のような主観的変数を得るための調査を行
い，仮説の検証を行っているのは Stocké
（2007）や Werfhorst and Hofstede（2007）の
みである．個人のリスク回避傾向が格差を生
み出すという仮説を検証するためには，職業

や教育に対する意識・態度といった主観的変
数を分析に取り込み，それと階層という客観
的変数との関連を見る必要がある． そこで
本研究は，海外や日本におけるモデルや調査
データの限界を踏まえた上で，相対的リスク
回避仮説を検証するための計量モデルを構
築し，申請者自身が行う社会調査から得られ
たデータの分析によって仮説を検証し，教育
達成の社会経済的格差が生成されるメカニ
ズムの解明を行う． 
 
３．研究の方法 
2002 年に実施された「高校生と母親の意識
調査」をベースとし，相対的リスク回避仮説
を検証するために，教育期待と職業期待，教
育や職業に対するイメージ，文化資本に関す
る項目などを取り入れた調査票を作成した．
また，これまでの SSM 調査で用いられてき
た教育意識についての項目を組み込んだ．そ
して，性別，地域ブロックによって層化し，
全日制の高校生 2 年生を枠母集団として抽出
し，平成 24 年の 11-12 月に高校生と母親に調
査票を調査会社を通じて郵送した．最終的に
親子 1,070 ペアのデータが得られた．このデ
ータを用いて分析を行った． 
 
４．研究成果 
 まず，Breen and Goldthorpe(1997)の提唱する
相対的リスク回避仮説を検証するための計
量モデルを，主に高校，専門学校，短大，四
大に対する高校生の評価を用いて構築した．
具体的には各学歴に対する満足度をどのよ
うな特徴（主観的成功確率，主観的コスト，
社会的地位，相対的リスク回避，希望職業と
の対応）が説明するのかを，得られた調査デ
ータに対するマルチレベルモデルによって
検討した．また，満足度も含めたこれら評価
が実際の進路希望に対して与える影響を条
件付きロジットモデル（ conditional logit 
model）から検討した．同時に，各職業（専
門・技術，管理，事務，販売，サービス，生
産現場・技能，運輸，保安）に対する高校生
の評価を用いて，各職業に対する満足度が，
職業に対する他の評価（難易度，社会的評価，
生活水準維持）とどのような関連にあるのか
をマルチレベル分析で検討した．そして満足
度を含めた各職業に対する評価が職業希望
とどのように結びついているのかを条件付
きロジットモデルから検討した．このような
作業を通じて，相対的リスク回避仮説が高校
生の進路希望や職業希望の違いを説明する
上で有効であることを実証した．しかし，進
路希望や職業希望に対する社会経済的背景
の影響についての相対的リスク回避の説明
力は限られており，日本における教育格差生
成メカニズムを考える上では別の意識や将
来像などを検討する必要があることも示さ
れた． 
 また，2002 年と 2012 年の間に大学進学率
は約 10 ポイント上昇した．この進学率の上



昇と進路希望の社会経済的格差がどのよう
に関連しているのかを明らかにするために，
2 時点の比較を行った．その結果①進学した
高校の選抜性（偏差値）に対しても，高校卒
業後の進路希望に対しても，親の学歴，世帯
収入，中学 3 年時の成績は影響を与えていた．
②高校卒業後の進路希望に対して高校タイ
プは影響を与えていた．③以上の影響力は
202年と2012年の間にほとんど変化していな
いことが明らかになった．また，④2002 年に
みられた高校卒業後の進路希望に対する高
校 2 年時の成績の影響は，2012 年にみられな
くなるという変化もあった．⑤社会経済的背
景の影響について，学力を媒介とした第 1 次
効果と第 2 次効果にわけてその重要度を検討
した所，進学した高校の選抜性については第
2 時効果の割合が第 1 次効果の割合よりもや
や大きいことが明らかになった．そして⑥高
校卒業後の進路希望については，総合的にみ
れば第 1 次効果と第 2 次効果の重要性はほぼ
同程度であることが示された． 
 以上の結果から，進学した高校の選抜性に
ついても，高校卒業後の進路希望についても，
社会経済的背景は学力を媒介として影響を
与えつつ，直接的な影響を与えていることが
わかる．この格差構造は（潜在的には様々な
変化は見られるかもしれないが）10 年の間に
ほとんど変化していないといえる． 
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